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謹 賀 新 年

組合員の皆様におかれましては、日

頃より本事業に対し多大なるご理解と

ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

昨年は、皆様のご支援のもと、令和

７年２月２３日に開催されました第４

回総会において、無事に第４期役員へ

の改選が行われ、新たな体制で事業を

推進する運びとなりました。 

前役員の皆様のこれまでのご尽力に

改めて感謝申し上げます。 

令和 8 年度も道路や上水道といった

都市基盤施設の整備がさらに本格化す

る重要な年となります。 

地区内の安全な生活環境の創出に向

け、引き続き工事へのご理解とご協力

をお願い申し上げます。 

特に、工事に伴う通行止めや進入制

限箇所につきましては、安全確保のた

め、看板等の指示に従っていただくよ

う重ねてお願いいたします。 

結びに、本年も皆様方のますますの

ご発展とご健勝を心より祈念し、引き

続き本事業に対する倍旧のご理解ご協

力を賜りますようお願い申し上げ、新

年のご挨拶とさせていただきます。 

なお、新年は１月６日から平常業務

の開始とさせていただきます。 

令和８年 元旦 
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理事長以下、新役員の体制は上記の

とおりとなります。引き続きどうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

令和７年の主な活動及び令和８年の予定 

【昨年の活動】令和７年 

１月：まちづくりだより第２２号発行 

２月：第４回総会（役員改選） 

３月：第 2８回総代会（令和７年度予

算等） 

７月：配水管布設工事の発注・契約 

８月：道路築造工事の発注・契約 

10 月：第 29 回総代会（令和６年度決

算等） 

12 月：総代の改選 

 

【今後の予定】令和８年 

３月：第３０回総代会（令和８年度予

算等） 

７月：第３１回総代会（令和７年度決

算等） 

７月：配水管布設工事の発注 

８月：道路築造工事の発注 

さいたま都市計画事業島町西部土地区画整理事業 

まちづくりだより == 自慢のふるさとづくりに向けて == 
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総代の改選がありました 

当組合は、土地区画整理法第３６条

により、特別議決事項を除き、総会に

代わってその権限を行うための「総代

会」を設置しております。 

こちらも役員同様に５年の任期とな

っており、昨年１２月に任期満了を迎

えたことから、組合員のうちより５５

名の新総代に就任いただきました。 

新総代の皆様には総代会の運営にご

協力をお願いいたします。 

相続登記が義務化されました（令和６年４月１日制度開始） 

令和６年４月１日から、相続登記の

申請が義務化されました。 

（１）相続（遺言も含みます。）によっ

て不動産を取得した相続人は、その所

有権の取得を知った日から３年以内に

相続登記の申請をしなければなりませ

ん。 

（２）遺産分割が成立した場合には、

これによって不動産を取得した相続人

は、遺産分割が成立した日から３年以

内に、相続登記をしなければなりませ

ん。 

（１）と（２）のいずれについて

も、正当な理由（※）なく義務に違反

した場合は１０万円以下の過料（行政

上のペナルティ）の適用対象となりま

す。 

なお、令和６年４月１日より以前に

相続が開始している場合も、３年の猶

予期間がありますが、義務化の対象と

なります。不動産を相続したら、お早

めに登記の申請をしましょう。 

※相続人が極めて多数に上り、戸籍謄本等の資料

収集や他の相続人の把握に多くの時間を要するケ

ースなど。 

本項東京法務局ウェブサイトより引用 

ブロック塀の設置にも土地区画整理法第７６条申請が必要です 

土地区画整理事業地区内において、

建物や外構等の工作物を新築又は改築

等に着手する際には、土地区画整理法

第 76 条による、さいたま市長の許可

を受ける必要があります。 

特に外構工事について、未許可の塀

等工作物の設置が見受けられます。 

この規定による許可を受けず施工し

た工作物等が、公共用地又は他者の仮

換地を侵している場合や、事業の支障

となる場合には、自費での撤去又は移

転等の対応をしていただくこととなり

ます。 

なお、本事業開始後の新規工作物に

ついては、道路と宅地との高低差が生

じたとしても、組合による補償は行え

ません。 

宅地地盤高については、組合と事前

協議を行った上で決定していただくよ

うお願いいたします。 

皆様の不要な出費や労力を抑えるた

めにも、建築行為等の前には必ず組合

事務局まで、お気軽にお問合せくださ

い。 
 

～事務局より～ 

旧年中は大変お世話になりありがとうございました。本年もどうぞよろしくお

願い申し上げます。引き続き、ご支援ご指導のほどお願い申し上げます。 

事業に関するお問い合わせは、事務局（048-688-8850）まで。 


